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出典：内閣官房知的財産戦略推進事務局「知的財産戦略本部 知的財産による競争力強化・国際標準専門調査会(第5回)参考資料1」1頁（平成24年2月20日）

グローバル競争が激化する中において、企業においては、競争力強化のために知的財産や国際標準を戦略的に事業
戦略に活用できる人財（知財マネジメント人財）や、世界を舞台に活躍できる知財人財（グローバル知財人財）が
求められている。
企業組織内においては、知財部門のみならず、経営層、経営企画部門・事業部門においても、経営戦略の観点から
知的財産を戦略的に調達・活用することの重要性を認識し、実践できる「人財」を確保していくことが必要。

知財人財育成の方向性
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事業戦略的な知財マネジメントを構築・実践するグローバル知財人財の育成を政府が主体となって推進することが

「知的財産政策に関する基本方針」に規定。

「知的財産政策に関する基本方針」（閣議決定、平成25年6月7日）
１ 産業競争力強化のためのグローバル知財システムの構築

○・・・以上のような我が国の企業によるグローバルな事業展開を支えるため、事業戦略的な知財マネジメントを
構築・実践するグローバル知財人財の育成・確保に取り組む必要がある。

（５）グローバル知財人財を育成・確保するため、工業所有権情報・研修館を活用するなど、政府が主体となって
その育成・確保を推進する。

「知的財産政策ビジョン」（知的財産戦略本部決定、平成25年6月7日）
○世界を舞台に活躍できるグローバル知財人財や、経営層も含む知財マネジメント人材を育成するためには、諸外
国の様々な知財情報、知財に関する法律的な知識、事業戦略と連携した知財戦略に関する知見やノウハウを包括
的に提供できる場が必要である。米国特許商標庁（USPTO)などの取組を参考にしながら、我が国においても、
民間セクターと連携しつつ政府機関が中心となって世界を舞台に活躍できる知財人財などを育成するための場を
整備する。

「知的財産政策ビジョン」（知的財産戦略本部決定、平成25年6月7日）
○知的財産に関する研究機関については、世界から優れた知的財産などに関する研究者を集めるための方策につい
て検討し、必要な措置を講じる。また、知的財産に関する教育機関については、日本の知財システムをグローバ
ルに展開すること及びグローバル知財人財を確保することを目的とした知財教育プログラム（英語を基本とした
講義など）を設け、この知財教育プログラムを着実に実行する体制を確立する。

「知的財産政策に関する基本方針」等における知財人財育成
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グローバルな事業展開の中で、自社の競争優位性追求のために知的財産等に関する知見・スキル

を海外企業との交渉等に応用できる人材を確保するために、事業部門リーダー（候補）・知財部

リーダー（候補）を対象とした教材を５科目作成しました。

各科目の
教材構成

英語による教材
（概ね90分×15コマ）
※日本語版も作成

海外の講師による
自己学習用動画教材

教材指導ガイド

主に講義で活用
（１コマ毎の利用も可能）

事前・事後学習で活用

講師が活用

上記教材構成により５科目分の教材を作成した

知財を活用した経営戦略に関する英語教材

コマ単位でも利用
できますので、大
学における授業の
ほかに、
企業における社内
研修、大学におけ
るセミナーや短期
コースでの活用も
可能です！



科目の構成

既存の人材育成において十分にカバーできていない5科目の教材を作成
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基礎科目 応用科目

科目1.グローバルビジネス戦略概論

科目3.ライセンシングエコシステム
～ライセンスによる多角的アライアンス～

教材の対象

科目2.テクノロジーソーシング
・Ｍ＆Ａ戦略
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科目4.ライ

フサイエン

ス業界の事

業戦略と知

財マネジメ

ント

科目5.事業

ポートフォ

リオ転換と

知財マネジ

メント

知的財産出願実務、知的財産調査実務、権利行使実務

知的財産法制度など

教材の対象外
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No 科目 開発体制（肩書は原則執筆時）
1 「グローバルビジネス戦略概論」

必須科目として、近年の事業環境の変化を踏まえ、グ
ローバルな事業展開に知財や標準を活用するための基
本的な考え方を学ぶ。

・田中 義敏 東京工業大学 工学院 経営工学系・経営工学コース 教授（委員長）
・勝沼 依久 味の素株式会社知的財産部契約商標グループ専任部長
・小山 隆史 外務省経済局 知的財産室 室長（弁護士）

・守屋 文彦 金沢工業大学大学院工学研究科知的創造システム専攻 客員教授

2 「テクノロジーソーシング・Ｍ＆Ａ戦略」

オープンイノベーションのうち、外部の知識を社内に取り
込む形態であるインバウンド型のテクノロジーソーシン
グに焦点を当て、近年の新たな動向や実行方法を学ぶ。

・広瀬 正 大阪府立大学21世紀科学研究機構産学協同高度人材センター 特認教授（委員長）
・小林 誠 デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社知的財産グループ

シニアヴァイスプレジデント
・高木 真人 横河電機株式会社 オープンイノベーション室 室長

3 「ライセンシングエコシステム
～ライセンスによる多角的アライアンス～」

異業種や複数企業など多様な主体とのアライアンスを
前提とした近年のライセンスと、ライセンスを通じて自社
の事業を優位に進める戦略を学ぶ。

・荻野 誠 東京理科大学大学院イノベーション研究科 知的財産戦略専攻 教授（委員長）
・上野 剛史 日本アイ・ビー・エム株式会社 知的財産部 部長
・原嶋 克巳 特許業務法人 太陽国際特許事務所 理事
・波々伯部 自克オブロン外国法事務弁護士事務所シニアアドバイザー
・吉田 直樹 フィネガン・ヘンダーソン・ファラボー・ギャレット＆ダナー外国法事務 弁護士事務所

パートナー弁護士
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「ライフサイエンス業界の事業戦略と知財マネジメント」

製薬、医療機器、再生医療などライフサイエンス業界の
事業戦略を踏まえた知的財産マネジメントを学ぶ。

・寺西 豊 京都大学大学院医学研究科「医学領域」産学連携推進機構特任教授（委員長）
・早乙女 周子 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 知的財産経営学分野 特定教授
・小栁 智義 同大学院医学研究科 「医学領域」産学連携推進機構 特定准教授
・内海 潤 がん研究会 研究本部 知財戦略担当部長
・北尾 忠彰 武田薬品工業株式会社 知的財産 IPリージョンヘッド
・仙石慎太郎 東京工業大学 環境・社会理工学院

技術経営専門職学位課程・イノベーション科学系 准教授
・デービット・アルバグリ ホワイト＆ケース外国法事務弁護士事務所 弁護士
・梅垣 菊男 北海道大学大学院工学研究院教授
・江畑 勝紀 テルモ株式会社 知的財産部長 担当課長代理
・高橋 伸夫 テルモメディカルイノベーション 社長
・佐野 政夫 国立研究開発法人 日本医療研究開発機構 知的財産部 知的財産ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

5 「事業ポートフォリオ転換と知財マネジメント」

事業環境の変化を背景とした事業のポートフォリオ転換
と、それに伴う知的財産マネジメントの対応を学ぶ。

・延岡 健一郎 一橋大学イノベーション研究センター センター長 教授（委員長)
・鈴木 崇 日立製作所知的財産本部長、専門理事

・浅見 正弘 富士フイルム株式会社 執行役員 知的財産戦略担当 知的財産本部管掌
・吉岡 徹 東京大学大学院 工学系研究科 技術経営戦略学専攻 特任助教

各科目の概要



教材・シラバス等の目的と使い方の概要

教材のほか、科目ごとに研修・授業を効果的に運営するためのシラバス、教材指導ガイ

ド、自己学習用動画教材も無料で提供しています
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特定の
科目

①教材

②シラバス

③教材指導

ガイド

④自己学習用
動画教材

研修の狙い・目
標、進行・事前
課題を共有する

目的

研修・授業の前に受講
者に配布する

使い方

教材を使った研
修・授業を効果
的に運営する

講師が研修・授業の運
営を検討する際に活用
する ※受講者には配布しない

予習のために用
いる

研修・授業の前に受講
者に配信する

講義、ディスカ
ッションに用い
る

研修・授業当日に活用
し、講義・ディスカッ
ションを行う



①教材のポイント

知財を活用した経営戦略を学ぶための本格的な英語教材です。
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Case 4：Qualcomm
～Innovations and Development in Telecommunications and 

IP Management Strategy～

Japan Patent Office “English-Language IP Training Program Development”
No.3-6,7

These case study materials have been created for the purpose of class discussion, and will not be used for judging its suitability as a 
business. The copyright for these case study materials belongs to the Japan Patent Office. As such, the adaptation, translation,
reproduction or duplication of these materials for purposes other than human resources development, etc. is prohibited without obtaining 
the permission of the Japan Patent Office beforehand. Inquiries should be addressed to the Policy Planning and Research Division, Japan 
Patent Office (Tel: 03-3592-2911).

具体的な事例に基づ
いた教材が中心

討論テーマを提示して
活発な議論を促進



②シラバスのポイント

「狙い」「コマ構成」等を明確化し、受講者・講師の間で共有

受講者が「研修を受ける意味」を理解・納得し、十分な準備をする

研修の狙い、到達目標を記載

15コマのモデル講義
の構成を掲載
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③自己学習用動画教材のポイント

海外の有識者が海外の戦略事例を解説し、受講者は海外の動向を直接取り込める
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グローバルビジネス戦略概論 テクノロジーソーシング・Ｍ＆Ａ戦略

科目名 講演者

1. グローバルビジネス戦略概論
/ Introduction to Global Business Strategy

Mr. Alan J. Kasper
Dr. Hennning Grosse Ruse

2. テクノロジーソーシング・Ｍ＆Ａ戦略
/ Technology Sourcing/M&A Strategy Dr. Alexander J. Wurzer

3. ライセンシングエコシステム
/ Licensing Ecosystems Mr. Brian P. O'Shaughnessy

4. ライフサイエンス業界の事業戦略と知財マネジメント
/ Business Strategy and IP Management in the Life Sciences 
Industry

Dr. Javier Lezaun

5. 事業ポートフォリオ転換と知財マネジメント
/ Transformation of Business Portfolio and IP Management Dr. Robert Pitkethly



④教材指導ガイドのポイント

誰でも教えることができるようにファシリテーション方法（発問、解説）を解説

学習の狙い、教材を活
用した授業の進め方を
記載した

クラスディスカッション
の際の発問の例、受講者
による想定発表例、解説
の例を記載した。
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検証研修の実施

学習効果を高めるために検証研修を通じてブラッシュアップした教材です
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教材（案）

シラバス（案）

教材指導ガイド（案）

自己学習用動画教材（案）

教材等の作成

教材を使った

英語研修の開

催

検証研修を受

けたブラッシ

ュアップ

完成・

提供開始

教材案の作成

教材

シラバス

教材指導ガイド

自己学習用動画教材

教材の完成受講者を集めて
研修を開催

受講者からのフィードバックを受けた学習効果の高い教材を提供

受講者
ヒアリング

アンケート結果
を反映



研修・授業における教材の活用方法

講師は教材以外のシラバス、教材始動ガイド等を活用して事前準備を行う
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講師

受講者

計画 準備

予習

研修・授業

ディスカッシ
ョン形式を中
心として運営

教材

シラバス 教材指導ガイド

自己学習用動画教材

シラバス
シラバス 復習

教材
予習の指示

教材



教材を使った英語による研修における受講者の感想
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通常、MBAのプログラムでしか得られない数々のフレームワークに基づく

思考方法が得られたのは本当に助かりました。

英語のみで知的財産とビジネスについて話す機会があまりないので、良

かったと思う。

社内の勉強会などで今回のケーススタディを使ってみたいと思う。


